
全 住 協 第 ２７７ 号

平成３０年１月２６日

会 員 各 位

一般社団法人 全国住宅産業協会

総務委員長 小 尾 一

不動産業に関わる事業者の労働基準法等の法令遵守の徹底について

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

さて、国土交通省から標記についての周知依頼がありましたのでお知らせします。詳細

は別添資料をご参照ください。 敬 具

記

１．送付資料 不動産業に関わる事業者の労働基準法等の法令遵守の徹底について

（平成３０年１月２３日付 国土動指第７２号）

２．問合せ先 (一社)全国住宅産業協会 担当：原田

ＴＥＬ ０３－３５１１－０６１１

以 上



一般社団法人全国住宅産業協会会長殿

国土動指第 7 2号

平成30年 1月 23日

不動産業に関わる事業者の労働基準法等の法令遵守の徹底について

今般、労働基準法（昭和 22年法律第 49号）第 38条の 4で規定する企画業務型裁

量労働制の対象としていた労働者の大半について、対象業務に該当しない、個別の営業

活動等に就かせており、同制度が滴用されない結果、違法な時間外労働等が認められた

ことから、宅地建物取引業者が都道府県労働局長から是正を図るよう、特別指導を受け

るという事案がありました。このような事案が発生したことは、誠に遺憶であります。

宅地建物取引業をはじめとする不動産業に関わる事業者は、住生活の向上等に寄与す

るという重要な社会的責務を担っており、業務の滴正な運営を確保する上でも、宅地建

物取引業法（昭和 27年法律第 17 6号）はもとより、労働基準法等のその他の闊係法

令等を遵守することが欠かせません。

． 各事業者においては、宅地建物取引業法を始めとして、労働基準法等のその他の関係

法令等の遵守の徹底をお願いします。

貴団体におかれては、この旨、傘下会員に対し、周知徹底していただきますようお願

いします。




